
代表取締役副社長の藤原です。
本日はお忙しいところ、決算説明会にご参加いただきまして、誠にありがとうご
ざいます。

2023年3月期 第1四半期実績についてご説明します。

1ページ目をご覧ください。



こちらが、本日のアジェンダとなります。
第1四半期実績をご説明したのち、NTTリミテッドとの事業統合の状況、及び
7月に実施いたしました組織再編についてご説明します。

３ページをご覧ください。



（説明省略）



こちらは、第１四半期実績の概要となります。
前提としまして、第１四半期の実績にはNTTリミテッドの数値は含まれており
ません。
海外事業統合に関する実績は、下期からの連結を予定しております。

第１四半期実績ですが、昨年度からのお客様のデジタルトランスフォーメー
ションに関する需要が継続し、
国内、海外事業ともに順調な規模拡大があったことに加え、為替影響により
好調な決算となりました。

受注高は、海外事業の規模拡大及び為替影響により増加となりました。
売上高は、全てのセグメントにおける規模拡大に加え、為替影響により増収と
なりました。
営業利益についても、増収等によりすべてのセグメントにて増益となりました。
なお、為替影響については後ほど詳しくご説明します。

それでは、各項目につきまして、増減の内容をセグメント毎にご説明します。
4ページをご覧ください。



まず、受注高の状況です。

公共・社会基盤は、前期に獲得した中央府省向け大型案件の反動減によ
り減少となっております。
金融は、前期に獲得した銀行向け大型案件の反動減により減少となっており
ます。
これら、公共・社会基盤及び金融の大型案件の反動減は、通期業績予想
に織り込み済みであり、想定どおりです。
法人・ソリューションは、製造業向け案件等の獲得により増加となりました。
北米は、法人向け案件の獲得や、為替影響等により大幅な増加となりました。
EMEA・中南米は、スペインを中心とした欧州での案件獲得及び為替影響
等により大幅な増加となりました。

5ページをご覧ください。



次に、売上高の状況です。

公共・社会基盤は、中央府省向けサービスの規模拡大等により増収となりま
した。
金融は、前期獲得案件に伴う銀行向けサービスの規模拡大等により増収と
なりました。
法人・ソリューションは、製造業、流通・サービス業向け案件及びペイメント
サービスの規模拡大等により増収となりました。
北米は、主に為替影響等により増収となりました。
EMEA・中南米は、スペインを中心とした欧州での規模拡大及び為替影響
等により増収となりました。

6ページをご覧ください。



次に、営業利益の状況です。

公共・社会基盤、金融、及び法人・ソリューションは、増収により増益となりま
した。
北米は、一過性の収益等により増益となりました。
EMEA・中南米は、増収により増益となりました。

この後のスライドは、今ご説明した内容をセグメント毎に記載しておりますので、
2023年3月期 第1四半期実績のご説明は以上となります。
続きまして、為替影響についてご説明します。

12ページをご覧ください。
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昨年度末からの急激な円安の進行により、足元では通期業績予想で想定し
た以上の円安となっております。
第1四半期においては、業績予想レートに対し、USドルで約10円、ユーロで
約5円の円安となっている状況です。
NTTリミテッドを含まない、当社スタンドアローンの業績予想値に対しての為替
感応度は、ご覧のとおり、いずれも業績へプラスの影響を想定しております。

円安に伴う業績へのポジティブな影響はあるものの、事業環境の不確実性が
高まっていることもあり、為替動向を含め今後通期業績への影響を見極めて
まいります。

続いて、海外事業統合の状況についてご説明します。
14ページをご覧ください。
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こちらは、当社のグローバル経営体制への移行の全体スケジュールです。

STEP1として、今年の10月に当社の海外事業とNTTリミテッドを統合した海
外事業会社の設立を予定しております。
また、STEP2として、2023年7月以降に当社の持株会社化、及び国内事
業会社への事業移管を実施し、グローバル経営体制を強化してまいります。

続いて、それぞれのSTEPに向けた進捗状況をご説明します。
15ページをご覧ください。



STEP１の海外事業統合について、6月に開催しました株主総会において、
ご承認いただきました。
これを踏まえ、現在統合へ向けて順調に準備を進めており、海外事業会社は
予定どおり2022年10月より連結開始予定です。

また、STEP2に向けても、2022年10月のNTTデータ国内事業準備会社の
設立に向けて、対応を進めております。

続いて、海外事業統合でめざすシナジーについてご説明します。
16ページをご覧ください。



前提としまして、海外の収益性に関して、NTTリミテッド等の個社の状況が開
示されていないため、現在開示されているNTTグループ全体の調整後営業利
益率も参考にしながらご説明いたします。
なお、こちらのスライドに記載の数値は注記にありますとおり、構造改革にかか
る費用などの一時的なコストを除いた調整後の値になります。

まず、NTT全体での調整後の海外営業利益率は、2022年3月期実績が
6.3%、2023年3月期の通期業績予想は7.0%です。
その内数としての当社の調整後EBITA率は、昨年度までに海外収益性改
善の取り組みを経て6.5%まで改善しております。
同様に、NTTリミテッドのEBITAは開示されておりませんが、当社と同水準ま
で改善してきている状況です。

今後もそれぞれ収益性改善に取組むとともに、スライド記載のとおり2025年
度で約300億円の海外事業統合によるシナジー効果を創出し、海外事業
全体での調整後EBITA率を10%まで向上させることをめざします。

続いて、新中期経営計画の達成に向けた組織再編についてご説明します。
18ページをご覧ください。
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7月1日付で新中期経営計画の各戦略に沿った機能強化および
10月の海外事業会社設立に先立ち海外事業の強化を目的として、組織再
編を実施しました。

今回の組織再編のポイントを2ページに渡りご説明します。
19ページをご覧ください。



新中期経営計画達成に向けた重要な戦略である、「コンサルティング力の強
化」や、「アセットベースビジネスモデルへの進化」を担う戦略推進組織と、サス
テナビリティ経営推進を担う組織を新設しました。

20ページをご覧ください。



2022年10月の海外事業会社設立に先立ち、マネジメント体制の最適化を
図るためグローバル関連組織の集約を行うとともに
グローバルヘッドクオーター機能を強化する組織を新設・再編しました。

以上の組織再編により、新中期経営計画の達成に取り組むとともに、
Trusted Global Innovatorとして、お客様事業の成長を支え、サステナブ
ルな社会の
実現をめざしてまいります。

以降は、セグメント毎のトピックや数値情報等を記載していますので、説明は
省略いたします。
私のプレゼンテーションは以上とさせていただきます。
ありがとうございました。
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